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１. ご挨拶 

取締役会は、すべての会社に設置されるものではありませんが、株式会社の形態をとり取締役会を設置し

ている会社は多いのではないでしょうか。取締役会は、経営管理や業務執行において重要な決定を行う機関

であり、議論を行い、決議を通じて意思決定を行う合議体となります。その開催手続にかかる自国の法規定を

把握しておくことは重要です。 

そこで、本号では、取締役会の開催手続について紹介いたします。 

過去の Newsletterはこちら 

 

 

１. 社外取締役、顧問契約、内部通報窓口業務のご案内 

社外取締役の重要性が高まっており、企業統治指針（コーポレートガバナンス・コード）の改定指針では東

証 1 部を引き継ぐ「プライム市場」の企業に対し、独立した社外取締役を全体の 3 分の 1（その他の市場の上

場会社においては 2 名）以上選任すべきとしています。当グループは海外経験豊富な弁護士が揃っており、

海外展開をしている又は予定がある企業に対して法的観点からの助言のみならず実体験に基づくビジネス上

の助言をできると思いますので、社外取締役を探されている場合には遠慮なくご相談ください。 

次に、法律顧問料の見直しをご検討中の方、当事務所は個々の事情に合わせて柔軟に顧問契約プランを

設定可能です。また、当グループでは 1 か国のみならず、複数国を顧問対象とするグローバル顧問契約も用

意しております。個々のご事情に沿った顧問契約を承っておりますので、遠慮なくご相談ください。 

また、当グループは顧問契約などの継続的なお取引のない方でも、案件ごとにご依頼いただけます。 

・ 法律顧問契約を解約した、顧問先がない 

・ 人員削減のため手が回らない 

・ 法務に関する事案は日本の親会社の法務部が管轄するが、現地でのサポートが欲しい、etc.… 
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といった方、新規取引に関する契約書の作成やレビュー、雇用契約に関するご相談、債権回収に関するご相

談、日本語での解説、書類の用意、手続き代行など、幅広く承っておりますので、お気軽にお問合せください。 

内部通報窓口について、日本のみならず、当事務所の拠点がある各国でも対応可能です。近時、海外拠

点においても窓口を設ける企業が増加しており、委託先を探されている企業はご相談下さい。 

 

 

２．対応業務及び対応方法 

法人のお客様がメインですが、個人のお客様にも対応しております。不動産購入、賃貸借トラブル、相続、

国際離婚、ビザ手続、証明書申請の代行など、ご不安なことがありましたらご相談ください。 

当グループは直接の面談に限らず、スカイプ及び Zoom 等の手段を利用してオンラインでの面談について

も対応しております。また、日本国内においても東京、大阪及び佐賀に事務所を有しており、ご都合の良い事

務所にお越し頂き、その事務所にて各国の事務所と繋いで対応させて頂くことも可能です。 

また、海外の案件のみならず、日本国内の案件についても幅広く取り扱っておりますので何かございました

らお気軽にお問い合わせ下さい。 

 

 

３．ジェトロのプラットフォームコーディネーター事業、中小機構の国際化支援、神戸市海外ビジ

ネスセンターのご案内 

 当グループのマレーシア事務所、メキシコ事務所及びバングラデシュ事務所はジェトロのプラットフォームコ

ーディネーターに選任されております。https://www.jetro.go.jp/services/platform/（各国・地域ページをご覧

ください） 

 また、当グループのメンバーが、中小機構の中小企業アドバイザー（新市場開拓）に選任されております。 

共同代表： 永田貴久弁護士、堤雄史弁護士 

メキシコ事務所： 津村亜希子ゼネラルマネージャー 

マレーシア事務所：荻原星治弁護士、西谷春平弁護士 

バングラデシュ事務所：藤本抄越理リーガルコンサルタント  

 フィリピン事務所の金子知史弁護士は、2022 年度に続き、2023 年度も、神戸市海外ビジネスセンター・アド

バイザーに選任されております。 

 当グループ共同代表の堤雄史弁護士が、ジェトロの「新輸出大国エキスパート業務（法務分野）」の専門家

に選任されております。 

 上記事業の利用要件を満たせばこれらの制度を利用して無償で相談可能ですので、是非積極的にご活用

下さい。 恐縮ですが、これらの制度の利用を希望される方は、ジェトロ、中小機構又は神戸市海外ビジネスセ

ンターにご連絡頂きますようお願いいたします。 
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１. インドウェビナー第 2 回 

テーマ： 株式電子化手続及び会社法の留意点に関するウェビナー 

非公開会社が要請される株式の電子化手続及びインド現地法人の事業運営で留意すべき

会社法のポイントについて説明いたします。 

 

日時： 2024年 3月 14日（水） 12時 30分～13時 30分（インド時間）、16時～17時（日本時間） 

 

開催方法： オンライン（Zoom） 

 

主催：  TNY Services (India) Private Limited 

 

講演者：  西谷春平弁護士 

 

参加費： 無料 

 参加を希望される方は下記オンライン申込フォームにて登録をお願いいたします。 

https://forms.gle/MjGpnzv9kKRkQ4t57 

 

２. マレーシアウェビナー第 2 回 

テーマ： 会社法及び労働法 

最近の雇用法改正や進出企業が抑えるべきポイント等について説明いたします。 

 

日時： 2024年 3 月 19 日（火） 9時 30分～10 時 30 分（マレーシア時間）、10時 30分～11時 30

分（日本時間） 

 

開催方法： オンライン（Zoom） 

 

主催：  TNY Consulting (Malaysia) SDN.BHD. 

 

講演者：  米山晃司弁護士 

 

参加費： 無料 

 参加を希望される方は下記オンライン申込フォームにて登録をお願いいたします。 

申込 URL 

https://forms.gle/6GNesu8Z5qZM7JXv7 

 

 

第 3．セミナーのお知らせ 

https://www.tnygroup.biz/index.html
https://forms.gle/MjGpnzv9kKRkQ4t57
https://forms.gle/6GNesu8Z5qZM7JXv7


www.tnygroup.biz                                                                           Newsletter No.47 

                                                         

4                             © TNY Group 

目次 
第 1．はじめに ...................................................................................................................................................................... 1 

第 2．ご案内 .......................................................................................................................................................................... 1 

第 3．セミナーのお知らせ ................................................................................................................................................. 3 

第 4．取締役会の開催手続の概要 ................................................................................................................................ 4 

１．日本 ........................................................................................................................................................................................ 4 
２．タイ .......................................................................................................................................................................................... 5 
３．マレーシア ............................................................................................................................................................................ 6 
４．ミャンマー .............................................................................................................................................................................. 7 
５．メキシコ .................................................................................................................................................................................. 8 
６．バングラデシュ.................................................................................................................................................................... 9 
７．フィリピン ............................................................................................................................................................................... 9 
８．ベトナム .............................................................................................................................................................................. 10 
９．インド.................................................................................................................................................................................... 11 
１０．アラブ首長国連邦（ドバイ） ...................................................................................................................................... 12 

【TNY グループ及び TNY グループ各社】 .............................................................................................................. 14 

 

 

１．日本 

（1） 取締役会の招集、開催方法 

   取締役会は各取締役が招集することとなっていますが、取締役会を招集する取締役を定款又は取締役会

で定めたときは、その取締役が招集します（日本会社法 366条 1項）。 

   招集通知は、取締役会の日の一週間前までに各取締役に対し招集通知を発しなければなりませんが、

これを下回る期間を定款で定めることも可能です（日本会社法 368条 1項）。 

   取締役会では業務執行に関するあらゆる事項が付議されることが当然の前提となっているので、招集通

知に議題等を示す必要はありません。 

(2) 定足数、決議 

   取締役会の定足数としては、議決に加わることのできる取締役の過半数の出席が求められます（日本会

社法 369条 1項）。また、決議要件については、出席した取締役の過半数による決議が必要です（同条項）。 

   なお、定足数や決議要件について、これらを上回る割合の定足数を定款で定めることもできます（同条

項）。 

(3) 書面決議等 

   定款で定めた場合には書面決議も可能です。取締役が取締役会の決議の目的である事項につき提案

した場合において、当該事項について議決に加わることのできる取締役全員が書面（電磁的記録も可）に

よる同意の意思表示を示したときは、その提案を可決した旨の取締役会決議があったものとみなすことが

できます（日本会社法 370条）。 

第 4．取締役会の開催手続の概要 
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    また、取締役会の開催にあたって、取締役が特定の場所に物理的に出席していることを求める条文は存

在しないため、オンラインによる取締役会の開催も可能と解されています。 

  

 

２．タイ 

(1) 非公開会社における取締役会 

   非公開会社において、取締役会は必置ではありませんが、設置することは可能です。非公開会社における 

取締役会の開催手続きについては以下のとおりとなります。 

① 取締役会の招集、開催方法 

    どの取締役も、いつでも取締役会を招集することができます（タイ民商法 1162条）。招集通知を出すにあ 

たっての時期、方法等について法令上の定めも基本的には存在しません。ただし、電子的方法によって取

締役会を開催する場合には、議長が招集通知を書面又は電磁的方法によって保管することが求められま

す（2020年 4月 19日付緊急勅令）。 

② 定足数、決議 

    取締役は、取締役会の定足数を定めることができます。そのような定めがない場合、かつ取締役の人数

が 3人より多い場合の定足数は 3人となります（タイ民商法 1160条）。 

決議要件は出席取締役の過半数の賛成となっていますが（タイ民商法 1161 条）、付属定款でこれと異

なる定めをすることもできます。また、賛否が同数の場合には議長に決定権があります（同条）。 

③ 書面決議等 

      商務省の告示により、書面決議は認められていません。 

      他方で、電子的方法によって取締役会を開催することは可能です（タイ民商法 1162/1条）。 

 

（2） 公開会社における取締役会 

   公開会社において、取締役会は必置であり、取締役の人数は５人以上、うち半数以上はタイ国内居住者

でなければなりません（タイ公開会社法 67 条）。公開会社における取締役会の開催手続きについては以下

のとおりとなります。 

① 取締役会の招集、開催方法 

公開会社においては、少なくとも 3か月に 1度は、付属定款に別段の定めのない限り、公開会社の本 

社所在地又はその近隣において取締役会を開催しなければなりません（タイ公開会社法 79条）。 

     取締役会の招集は議長が行うこととなっており、公開会社の利益のため必要な場合又は緊急の場合を

除き、開催日 3 日前までには取締役全員に対し、書面による招集通知を送付しなければなりません（公開

会社法 7/1 条、82 条）。また、取締役 2 名以上の請求がある場合には、議長は、当該請求を受領した日

から 14日以内に取締役会の開催日を決定しなければならないとされています（タイ公開会社法 81条）。 
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② 定足数、決議 

      公開会社における取締役会の充足数としては、全取締役の半数以上の出席が求められます（公開会社

法 80条 1項）。  

    決議要件については、非公開会社と同様、出席取締役の過半数の賛成となっており、賛否が同数の場

合には議長に決定権があります（タイ公開会社法 80条 2項・3項）。 

③ 書面決議等 

      非公開会社と同様、書面決議を行うことは認められていません。 

      他方で、電子的方法によって取締役会を開催することは可能です（タイ民商法 1162/1条）。 

 

 

３．マレーシア 

(1) 概要 

 取締役会は、自らその手続を定め又は規程を設けることができますが、以下に述べる事項については、会

社法上の規制が存在し、これを遵守する必要があります。 

 

(2) 取締役会の開催方法 

取締役会の招集権は、取締役又は取締役より要請を受けた会社秘書役（secretary）が有しており、各取締

役に対し、取締役会の招集通知（Notice of meeting）を発することにより、取締役会を招集することができます

（会社法212条、第3附則第第3条、4条）。 

招集通知には、取締役会開催の日時、場所及び議題を記載した上、マレーシア国内に存するすべての取

締役に対して通知する必要があります。もっとも、仮に招集通知に瑕疵がある場合であっても、招集通知を受

領する権限を有する取締役全員が、当該招集通知に異議を述べることなく取締役会に出席した場合には、当

該瑕疵は治癒され、適法となります（会社法212条、第3附則第5条）。 

 取締役会は、招集通知において指定された日時・場所において開催しますが、対面による開催は必要では

なく、出席取締役同士が音声の送受信により同時に通話をすることができる方法によっても開催することがで

きます（会社法212条、第3附則第6条）。 

取締役会の定足数は、取締役の過半数（又は取締役会で定めるその他の数）であり、定足数に満たない場

合には、取締役会において議事を処理することはできません（会社法212条、第3附則第7条、8条）。 

 

(3) 決議・書面決議 

取締役会の決議は、同会に出席した取締役の全員が賛成し又は投票総数の過半数が賛成した場合に可

決します（会社法 212条、第 3附則第 11条）。 

また、取締役会の通知を受け取る権利を有する取締役全員が署名または同意した書面によって決議した

場合も、当該決議は有効となります（会社法 212条、第 3附則第 15条）。 
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(4) 議長 

議長は、取締役のうちから１名選出されます。議長は取締役の議事進行を行います。また議長は決定票

（casting vote）を有しており、取締役らの票数が割れた場合に、議長票により可否が決まることになります（会

社法 212条、第 3附則第 1条）。 

 

(5) 議事録 

取締役会における議事手続について、取締役会は議事録を作成しなければなりません（会社法 212条、第

3附則第 13条）。 

  

  

４．ミャンマー 

(1) 取締役会の招集、開催方法 

現在の会社法上は、取締役は1名のみでも法的に問題ないため、取締役が1名のみの場合には取締役会

は存在しません。その上で、取締役が2名以上の場合には、取締役会に関する規定が適用されることになりま

す。 

取締役が他のすべての取締役に合理的な通知を与えることで、取締役会を招集できます （145条（a）（i））。 

すべての取締役が同意し又は定款によって定められた技術を使用して、取締役会を招集し又は開催すること

ができます（145条（a）（ii））。開催頻度及び取締役会決議事項については会社法上規定されていません。 

(2) 定足数、決議 

 取締役会の定足数は、2名の取締役（又は定款で定められているその他の数）であり、取締役会の開催中常

に定足数がいなければなりません（145条（a）（ii））。  

決議は、決議に参加できる取締役の投票総数の過半数によって可決されなければなりません（145条（a）

（ii））。 

(3) 書面決議  

当該決議に投票する権利を有するすべての取締役が、その文書に記載されている議案につき賛成する旨

の陳述を含む文書に署名した場合、取締役会を開催することなく、取締役会の 決議を可決することができま

す。同じ形式の書類の別個の写しに署名することができ、その場合、最後の取締役が署名するときに決議が

成立します（156条（c））。 取締役1名のみの会社は、取締役会を開催する必要はなく、書面で記録し署名する

ことに より、必要な決議を行うことができます（156条（a））。 

(4) 議長 

取締役は、取締役会及び株主総会の議長を務める議長を選任しなければなりません（145条 （b））。定款に

従い、議長は、取締役会において決定投票権を有します（145条（c））。 

(5) 議事録  

株主総会と場合と同様に、会社は、取締役会及び書面決議の全ての手続きについて議事録を準備しなけ

ればなりません。当該議事録又は決議は取締役会の開催又は書面決議による決議から21日以内に記録され
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なければならず、議長又はその他の権限のある取締役により署名されなければなりません（157条(a)）。 

 

 

５．メキシコ 

(1) 概要 

非上場の株式会社（Sociedad Anónima）を前提とすると、その取締役会については、メキシコにおける会社

法となる商事会社一般法(Ley General de Sociedades Mercantiles、以下、「会社法」という。)の規定や各会社

が定める定款の規定に従うこととなりますが、会社法には多くが規定されていません。従って、詳細なルール

を定める場合は定款に規定することとなります。 

なお、メキシコにおいては、一人取締役も認められており、取締役が 2 名以上任命された場合に取締役会

が設置されます。この場合、一般に、取締役会議長（Presidente）と書記としての機能を持つ秘書役

（Secretario）を選任することとなります。 

 

(2) 取締役会の開催 

取締役会の開催頻度や招集の方法は会社法には規定されていません。 

会社法には、「取締役会の決議は、少なくとも半数の出席が要求され、その出席者の過半数をもって行わ

れる。」との規定があることから、定款において特段の定めがない場合は、その開催には、取締役の半数の出

席が求められることとなります。 

 

(3) 書面決議 

会社法には、「取締役会の会合外でその取締役の全会一致によって行われた決議については、書面で確

認されていることを条件に、取締役会で採択された場合と同様の法的効力を有するものとすることを定款で規

定することができる」との規定があることから、この旨を定款に定めた場合には、書面決議が認められることとな

ります。 

 

(4) オンライン開催 

2023 年 10 月の会社法改正により、定款に規定することにより、取締役会のバーチャル開催やオンラインと

対面を組み合わせたハイブリッド開催が可能となりました。この場合、対面・オンラインを問わず、出席者

は同等に扱われ、決議は対面開催と同じように効果をもつこととなります。 
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６．バングラデシュ 

 バングラデシュでは、会社法 95 条により、取締役全員に対して開催通知を送らなければならないと定められ

ています。一般的に、開催通知は、取締役又は秘書役（Company Secretary）が、すべての取締役の住所に送

付し、同通知には、会場、日付、時間、議題などの重要な詳細を記載するものとされています。 

 通知期間は法律では定められていませんが、附属定款に定めた場合はその期間に従います。商業登記所

（RJSC）は、14 日間を目安としています。取締役への取締役会開催の通知を省略した場合は、正当に招集さ

れたとみなされず、取締役会の議決が無効となるとの裁判例があります[Tahmid Ahmed vs Jalaluddin Jaffar AH 

Hussain (2000) 52 DLR 141]。 

 取締役会は、出席取締役が定足数を満たしていることを確認し、出席者として署名をすることで、開催するこ

とができます。定足数について、法律では過半数とされていますが、附属定款に定めることで、より厳しい条件

に定めることができます。議事録は、議長又は次の取締役会の議長が署名した場合に有効なものとなり、反証

がない限りは、取締役会が適切に開催されたこと、議事録の内容の決議があったことの証拠となります（会社

法 89条）。なお、取締役会は 3か月に 1回、年 4回以上開催されなければいけません（会社法 96条）。 

 いわゆる取締役会に代わる稟議決議（Resolutions By Circulation）については、Institute of Chartered 

Secretaries of Bangladesh (ICSB) バングラデシュ公認秘書役協会が、上場企業を対象に定めている、

Bangladesh Secretarial Standardにて、容認しうる一定の基準を示しています。 

 

 

７．フィリピン 

フィリピンで会社を経営するにあたって、取締役会の手続について知っておく必要があります。そこで、今回

は取締役会の手続について、①法定されている手続の概要や招集通知に記載すべき事項、②リモートでの

取締役会の参加、③取締役会を省略できる場合の順にご説明していきます。 

 

(1) 取締役会の手続 

取締役会の手続については、フィリピンの会社法（以下、単に「会社法」といいます。）において規定されて

おり、以下はその例となります。付属定款により異なる要件を定めることも可能です。 

1. 通知期間 ：2日以上前 

2. 定時役会の開催頻度 ：毎月開催 

3. 定足数：過半数以上  

なお、取締役会はフィリピン国外でも行うことができます。また、招集通知に記載すべき内容もいくつかご紹介

します。 

1. 日時と場所 

2. 議題 

3. 秘書役等の連絡先 
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4. 会議の録画、録音が行われること。 

5. リモートでの参加できること 

6. その他、リモートによる会議への参加を容易にするための指示 

 

(2) リモートでの取締役会への参加  

 また、フィリピンでは一定の条件のもとでリモートでの取締役会の参加を認めています。取締役会にリモート

で参加するためには、取締役はその意思を議長と秘書役に通知する必要があり、さらに秘書役はその旨を議

事録に記載する必要があります。 

また、リモートで参加する取締役がいる場合、秘書役は例えば以下の業務を行う必要があります。  

1. リモートでの会議の実施に適切な機器や設備が利用可能であることの確認  

2. 会議中、参加者が、他の参加者の声を聞くこと、さらには他の参加者の姿をはっきりと見ることができ

るようにすること 

3. 録音、録画が確保されていることの確認 

4. 映像および音声の記録を安全に保管すること 

5. リモートでの参加者に対し、取締役会終了後合理的な時間内に、署名が実行可能な場合、議事録に

署名することを義務付けること 

 

(3) 取締役会の省略方法 

基本的に取締役会を省略することはできません。他方で、例外的に Close corporations という日本における

非公開会社に近い会社形態の場合には、全取締役が書面により同意する場合など、一定の条件により取締

役会を省略することができます。 

 

  

８．ベトナム 

(1) 外資がベトナムにおいて設立する会社の主要な形態は、i) 有限責任会社と ii) 株式会社がありますが、法

律が要求する会社運営、企業統治の内容のシンプルさから、ほとんどの外資企業は i) 有限責任会社を選

択しています。有限責任会社に関しては、「社長」（Director）あるいは「総社長」（General Director）が日本の

株式会社における取締役に相当する役員として規定されていますが、これらが複数選任されている場合に

おける会議体の構成方法や意思決定方法などについては規定されていません。したがって、「取締役会」に

相当する会議体を設置するかどうかや、設置するとしてその開催方法や決議方法などについては、定款や

社長・総社長の決定により定めることになります。 

(2) 一方、株式会社の場合、3 人以上 11 人以下の取締役を選任し、取締役会を構成するとともに、取締役の

中から取締役会会長を選任することになります。取締役会会長は、少なくとも四半期に 1 回、取締役会を招

集しなければなりません。また、取締役会会長は、i) 監査役会又は独立取締役からの請求があった場合、ii) 

社長若しくは総社長又は 5 人以上の企業管理者（会長、取締役、社長若しくは総社長、及び定款が規定す
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るその他の管理職）からの請求があった場合、iii) 2名以上の取締役からの請求があった場合、iv) 定款に規

定する場合には、取締役会を招集しなければなりません。このうち、 i) から iii) の請求があった場合には、取

締役会会長は、請求があった日から 7営業日以内に取締役会を招集しなければならないとされています。も

し、請求があったにもかかわらず取締役会を招集しなかった場合、取締役会会長は、これにより会社に生じ

た損害を賠償しなければならず、また、請求者は、取締役会会長に代わって取締役会を招集することができ

るとされています。 

取締役会の招集通知は、定款に異なる定めがある場合を除き、遅くとも開催日の 3 営業日前までに送付し

なければなりません。 

取締役会は、取締役総数の 4 分の３以上が出席しなければ成立しないとされていますが、これに満たない

場合、本来の招集日から７日以内（定款により短縮可）に再度に 2 回目の招集を行い、この 2 回目の招集に

対して過半数の取締役が出席すれば、取締役会は有効に成立します。 

 

 

９．インド 

(1) 定足数について 

 取締役会の数は、公開会社であれば 3 人以上、非公開会社であれば 2 人以上、一人会社であれば 1 人と

なります（会社法 149条 1項 a）。取締役の員数の上限は、公開会社、非公開会社に関わらず、いずれの会社

も 15人までとなります（同項 b）。 

 取締役会を有効に開催するための定足数は、取締役総数の 3分の 1又は取締役 2名のいずれか多い方と

なります（会社法 174条 1項）。ビデオ会議やその他の視聴覚設備による参加者も定足数に算入することがで

きます（同項）。 

 

(2) 招集方法について 

 取締役は会社秘書役等へ要請することによりいつでも取締役会を招集することができます（会社法スケジュ

ールテーブル F67条 2項）。招集通知は、取締役会決議開催日の少なくとも 7日前に会社に登録された各取

締役の住所宛てに書面で送付されなければなりません（会社法 173 条 3 項）。この招集通知は、手渡し、郵

送、又は電子メールの形で送付することができます（同項）。 

 

(3) 開催地及び開催方法について 

 開催地は、法令の特段の規制はなく、ビデオ会議でも可能であり、インド国外での開催も可能となります。年

次財務諸表の承認等一部の議題については、物理的な取締役会での決議が必要とされていましたが、2021

年改正取締役会及びその権限に関する規則により、そのような規制もなくなりました。現在は、全ての議題が

ビデオ会議で行うことが可能となっています。 

 また、取締役会決議の草案を各取締役の登録された住所宛てに手渡し、郵送、又は電子メールの形で送付

し、過半数の賛成を得た場合は有効な書面決議となります（会社法 175 条 1 項）。ただし、以下の事項につい
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ては書面決議で行うことができません。 

① 株主への未払株式の払込請求 

② 有価証券の買戻しの承認 

③ 社債を含む有価証券の発行 

④ 借入 

⑤ 会社資金の投資 

⑥ 融資、融資の保証又は担保の提供 

⑦ 財務諸表及び取締役会報告書の承認 

⑧ 事業の多角化 

⑨ 合併等の組織再編 

⑩ 会社の買収又は支配権の取得 

⑪ その他規定される事項 

 

(4) 開催頻度について 

 会社は 1 年に 4 回以上取締役会を開催しなければならず、前の取締役会から 120 日以上の期間を空ける

ことができません（会社法 173条 1項）。 

 また、第一回取締役会は、会社設立登記後 30日以内に開催する必要があります（同項）。 

 

 

１０．アラブ首長国連邦（ドバイ） 

 アラブ首長国連邦（UAE）における公開株式会社（public joint stock company）の取締役会の開催方法につ

いては、会社法（2021年連邦令第 32号）で以下の通り規定されています。この公開株式会社の規定は、非公

開株式会社（private joint stock company）に適用されます（第 267 条）。UAE で主流な会社形態である有限

会社（limited liability company）では、経営を行う支配人（manager）が複数選任される場合には、支配人会

（board of managers）が設置され、その権能は設立約款で規定されます（第 83条第 1項）が、別段の規定がな

い限り、支配人には株式会社の取締役の規定が適用されます（第 84 条第 2 項）。他方、会社法はフリーゾー

ンで設立された会社には適用されず（第 5条第 1項）、各フリーゾーンで制定された規定によります。 

 

(1) 概要 

取締役会の構成、取締役の数、任期等について、会社定款で定めることができますが、人数は 3名以上 11

名以下で、任期は 3年を超えないものとされています（第 143条第 1項）。 

 

(2) 取締役会の招集・開催方法 

 議長の招集により、最低年 4 回の取締役会が開催されなければなりません。また、取締役 2 名以上の要請

がある場合には、議長は取締役会を招集しなければなりません（第 156 条第 1 項）。取締役全員に招集通知

https://www.tnygroup.biz/index.html


www.tnygroup.biz                                                                           Newsletter No.47 

                                                         

13                             © TNY Group 

がされなければならず、取締役会は、本社において開催されます（同第 2 項）。ただし、証券・商品庁

（Securities and Commodities Authority）により決定された条件に従って、書面での決議をすることができます

（第 157条 2項）。 

 

(3) 定足数・決議方法 

 取締役の過半数が出席する必要があります（第 156条第 2項）。 

 決議は、出席取締役の過半数により、同数の場合には、議長により決せられます（第 157条第 1項）。 

 

(4) 議長 

 議長は、取締役から秘密投票によって選出され、議長不在等のときに代わる副議長も同様に選出され（第

143条第 2項）、証券・商品庁に通知されるとともに、中央銀行の承認を得る必要があります（同第 3項）。 

 

(5) 議事録 

 取締役以外から選任される書記によって、議事録が作成され、出席取締役及び書記によって署名されねば

ならず、決議に反対した取締役は、議事録にその異議を記載します（第 159条）。 
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